
 

 

令和８年３月 27 日 

大臣官房技術調査課 

総合政策局技術政策課 

 

中小企業イノベーション創出推進事業（SBIR フェーズ３基金事業）の 

社会実装ロードマップを公表します 

～スタートアップ等の先端技術を活用した国土交通分野の課題解決に向けて～ 
 

 

 

 

「中小企業イノベーション創出推進事業」は、SBIR 制度において、革新的な研究開発を行うスタートアッ

プ等が社会実装に繋げるために実施する大規模技術実証（フェーズ３）に対して補助を行い、我が国におけ

るスタートアップ等の有する先端技術の社会実装の促進を図ることを目的としています。 

国土交通省では、本事業で実施しているプロジェクトについて、補助期間終了後５年間にわたるプロジェ

クト成果の社会実装に向けたロードマップを作成しましたので、公表いたします。本ロードマップでは、政府

調達、標準化、規制緩和、利活用環境の整備、導入普及促進等、政府やスタートアップ等の主体が行う具

体的な取組を示しております。 

なお、本ロードマップは、「指定補助金等の交付等に関する指針」（令和６年６月４日閣議決定）に基づい

て公表するものです。 

 

  ＜ロードマップに示した取組の主な視点＞ 

 事業実施体制・サプライチェーンの構築 

 初期市場の創造 

 業界ルールの確立・社会受容性の向上 

 市場環境の整備 

 

  （添付資料） 

  別紙 国土交通省 SBIR フェーズ３基金事業社会実装ロードマップ 

  ※ロードマップについては、以下の国土交通省ホームページに掲載しております。 

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000132.html 

 

（参考） 

SBIR 制度（Small/Startup Business Innovation Research）については、こちらをご参照ください。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/openinnovation/sbirseido/sbirseido.html 

 

 

「中小企業イノベーション創出推進事業」で実施しているプロジェクト成果の社会実

装に向けたロードマップを作成しましたので、公表いたします。 

＜問合せ先＞ 

大臣官房技術調査課 岡本、菅野 

 TEL: 03-5253-8111（内線 22343,22305）/ 03-5253-8125（直通） 

総合政策局技術政策課 浅井、金尾 

 TEL: 03-5253-8111（内線 25612,25625）/ 03-5253-8308（直通） 

 

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000132.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/openinnovation/sbirseido/sbirseido.html


国土交通省ＳＢＩＲフェーズ３基金事業 社会実装ロードマップ（第１分野）

テーマ サブテーマ プロジェクト
ロードマップ

番号
担当部署

テーマ１
建設施工・災害情報
収集における高度化
（省力化・自動化・
脱炭素化）の技術開
発・実証

（１）建設機械施工の高度化
（省力化、自動化・遠隔化、脱
炭素化）に関する技術の開発

⚫ 建設機械施工の自動化・自律化

1-1

大臣官房参事官
（イノベーション）

グループ

⚫ ＡＩ／ＩｏＴを活用した豪雪地の除雪作業の効率化とレジリエンス向上による
働き方改革

⚫ 中小規模施工業者向け建機遠隔化・自動化・省人化システム拡販事業の創出

⚫ 建設用３Ｄプリンタによる施工技術パッケージの開発とＤＢ及びプラット
フォームの構築

⚫ 熟練オペレータ並の操作を実現するデジタルツイン上での強化学習プログラム
とＶＲ技術の熟成事業

（２）インフラ設備における平
時、災害時、被災後の巡視作業
の効率化に資するドローン開
発・実証

⚫ インフラ設備の高効率巡視作業用小型ドローンとスウォーム飛行技術の開発

1-2⚫ 長距離飛行ドローン（バッテリー駆動）による安全、自動、簡単な河川巡視の
実現

⚫ 山間部においても長時間かつ降雨下で飛行可能な機体の開発

（３）建設現場における施工管
理の省力化・高度化技術の開発

⚫ 転圧温度管理ＡＩ／ＩｏＴシステム

1-3
大臣官房
技術調査課

⚫ 地山形状や建機状況のリアルタイムな三次元可視化による施工管理の高度化

⚫ 建設現場における施工管理の省力化・高度化技術の開発

⚫ ＨＭＳ社３Ｄセンサによる画期的な配筋検査自動化システム開発と建設ＲＸコ
ンソーシアム分科会活動を通じた建設業界での検証・普及

（４）多様なセンサから効率的
にデータ収集するセンサネット
ワーク技術の開発・実証

⚫ 導入維持の低コスト化を実現する高出力・高感度・双方向・マルチホップ・マ
ルチチャネル対応ＬＰＷＡを用いた多様なセンサと接続可能な無線端末及び高
信頼性・高セキュリティなセンサネットワークシステムの開発実証 1-4

大臣官房参事官
（イノベーション）

グループ

⚫ 防災・インフラマネジメントサービスの大規模展開を可能とする無線センサ
ネットワーク技術の開発・実証

（５）再生可能エネルギーを活
用した災害時でも街路灯や地域
住民へ給電する臨時電源スポッ
ト技術の開発・実証

⚫ フレキシブル太陽電池と蓄電池による直流高効率電源スポット（臨時電源ス
ポット）の開発・実証

1-5

第１分野 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメントに向けた技術の開発・実証

kanao-s2zy
テキストボックス
別紙




国土交通省ＳＢＩＲフェーズ３基金事業 社会実装ロードマップ（第１分野）

第１分野 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメントに向けた技術の開発・実証

テーマ サブテーマ プロジェクト
ロードマップ

番号
担当部署

テーマ２
デジタルツインを活
用した公共構造物
（道路・河川）の維
持管理手法の技術開
発・実証

ー

⚫ 簡便な３次元計測機器を用いた自治体の中小構造物の状況把握・維持管理手法
の開発

1-6
総合政策局

公共事業企画調整課

⚫ 橋梁・トンネル・道路等インフラメンテナンスのためのデジタルツイン・プ
ラットフォームのシステム及びインフラ基盤の開発・実証・商用化

⚫ 災害に屈しない国土づくり、広域的・戦略的なインフラマネジメント技術の開
発・実証

⚫ 「事後保全」から「状態監視保全」へ次世代水空ドローンによる河川状態監視
と保全プロジェクト

⚫ 地方自治体を対象としたＤＳ活用型道路インフラメンテナンスサイクルの支援

⚫ 公共構造物（道路・河川）の効率的な維持管理のための全自動３Ｄモデリング
技術の開発

テーマ３
都市デジタルツイン
の技術開発・実証

ー

⚫ ３Ｄ都市モデル自動作成・自動更新システムの開発及び実証

1-7
都市局

国際・デジタル
政策課

⚫ ＡＩ技術を活用した高精度デジタルツインの構築

⚫ ３Ｄ都市モデルに対応した次世代ＷｅｂＧＩＳエンジンの開発と社会実装

テーマ４
次世代機器等を活用
した河川管理の監
視・観測の高度化に
資する技術開発

（１）次世代観測機器を用いた
洪水等の監視体制の充実及び強
化に関する技術開発・実証

⚫ 低コスト浸水センサの技術開発及び安定供給事業 1-8
水管理・国土保全局

河川計画課

（２）ＳＡＲ衛星を用いた観
測・監視体制に関する技術開発

⚫ 人工衛星と物理モデルを用いた次世代洪水・土砂災害予測システムの開発
1-9

水管理・国土保全局
河川計画課／

砂防部砂防計画課⚫ ＳＡＲ衛星データを活用した浸水・土砂災害支援システム構築

テーマ５
次世代機器等を活用
した道路管理の監
視・観測の高度化に
資する技術開発

（１）センサーやカメラ等を用
いた道路構造物の監視技術

⚫ 中性子線を活用したコンクリート橋の塩分濃度非破壊検査装置の開発、高度化、
実用化

1-10
道路局

国道・技術課
／企画課

⚫ しなやかな都市インフラ管理を支えるデジタル基盤の構築

⚫ 舗装・橋梁の日常管理の効率化と災害時対応の迅速化に向けた技術開発および
サーバー実装

⚫ 道路インフラ向けＩｏＴマルチセンシング式接合部計測型締結デバイスによる
健全性遠隔モニタリングシステムの開発事業計画

（２）ＳＡＲ衛星を活用した定
期的なインフラ監視技術

⚫ ＳＡＲ衛星データを活用した道路点検支援システムの構築

⚫ ＨＤマップを活用した小型ＳＡＲデータ位置情報の高精度化による道路管理の
効率化

（３）交通状況等をリアルタイ
ムに自動把握する技術

⚫ ＡＩカメラと自動車プローブデータの融合による全国リアルタイム交通流分析
システム



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】事業実施体制とサプライチェーンの構築

◼ 熟練オペレータ並の操作を実現するデジタルツイン上での強化学習プログラムや、遠隔施工における操作性向上のためＡＲ技術等の建設機械施工の
高度化に関する技術開発の社会実装を支援し、建設分野の生産性向上や働き方改革の促進、将来の担い手確保の実現を目指す。

④ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 開発技術の認知度向上に向けた取組の実施

⑦ 【業界団体】 国際標準化に向けた活動展開

サブテーマ（１）建設機械施工の高度化（省力化、自動化・遠隔化、脱炭素化）に関する技術の開発

⑤ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 安全性に係るルールの検討

⑧ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 適用現場の拡大に向けた後継開発の推進

⑨ 【政府】 成果の社会周知

⑥ 【政府】 基準類の整備、現場運用

③ 【政府】 建設機械施工の高度化に関する技術の導入拡大

② 【政府】 人材育成

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-1



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
の構築

スタートアップ
連携協定締結企業

スタートアップが、連携協定締結企業を含むパートナー等と連携し、本プ
ロジェクトの実施体制と必要なサプライチェーンを構築する。

→ → → → →

② 人材育成 政府
建設会社や発注者等の自動施工を導入するユーザーに対して、自動施
工を導入する建設会社等のユーザーに対して自動施工の導入を コー
ディネートできる人材や遠隔施工オペレータの育成を支援する。

→ → → → →

B：初期市場の創造 ③
建設機械施工の高度化に関する
技術の導入拡大

政府
自動施工については、ダム施工現場等での導入拡大、さらには大規模
土工現場での導入推進を行う。また、遠隔施工については、砂防現場に
おける活用拡大、さらに通常工事における導入推進を行う。

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

④
開発技術の認知度向上に向けた
取組の実施

スタートアップ
連携協定締結企業

見学会や展示会、直接あるいは販売代理店を通じた売り込み等を通じ、
開発技術の認知度を高め、社会受容性の向上を図る。

→ → → → →

⑤ 安全性に係るルールの検討
スタートアップ
連携協定締結企業

安全性に係るルールを検討・公開し、建設重機の遠隔操作技術の普及
を促す。

→ → → → →

⑥ 基準類の整備、現場運用 政府
無人エリアにおける自動施工機械の機能要件、工事発注に係る基準要
領類の整備および現場での運用を行う。

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑦ 国際標準化に向けた活動展開 業界団体 国際標準の獲得に向けた検討・活動を展開する。 → → → → →

⑧
適用現場の拡大に向けた後継開
発の推進

スタートアップ
連携協定締結企業

適用可能な施工現場の拡大に向けた後発開発を引き続き行い、市場規
模の拡大を図る。

→ → → → →

⑨ 成果の社会周知 政府
協議会等において、業界団体や国内民間企業等に向けて建設機械施
工の高度化に関する技術を試行した直轄工事の成果を報告し、新技術
の普及・促進に向けた周知を図る。

→ → → → →

サブテーマ（１）建設機械施工の高度化（省力化、自動化・遠隔化、脱炭素化）に関する技術の開発

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

ロードマップ1-1



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（全体像）

◼ 通信環境が悪い箇所においても長時間かつ降雨下で飛行可能な機体、複数機体を安全に管理する自動航行システム、ドローンから取得したデータの
解析・判定等を自動処理するソフトウェア等の、インフラ設備の巡視・点検作業の効率化に資するドローンの開発・実証を支援し、建設分野の生産性向
上や働き方改革の促進の実現を目指す。

サブテーマ（２）インフラ設備における平時、災害時、被災後の巡視作業の効率化に資するドローン開発・実証

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

⑥ 【政府】 ドローンの活用方法及び実績のPR

①【スタートアップ】事業実施体制とサプライチェーンの構築

④ 【スタートアップ】 開発技術の認知度向上に向けた取組の実施

⑤ 【スタートアップ】 ドローンの取扱いに係る安全活用マニュアルの策定および人材育成

② 【政府・スタートアップ】 公共工事におけるドローン技術の周知

⑦ 【政府・スタートアップ】 公共調達に係るカタログへの応募

③ 【政府】 直轄事業等における購入調達に係る周知

⑧ 【政府】 地方公共団体への成果紹介

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-2



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

サブテーマ（２）インフラ設備における平時、災害時、被災後の巡視作業の効率化に資するドローン開発・実証

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
の構築

スタートアップ
スタートアップが、連携協定締結企業を含むパートナー等と連携し、本プ
ロジェクトの実施体制と必要なサプライチェーンを構築する。

→ → → → →

B：初期市場の創造

②
公共工事におけるドローン技術
の周知

政府
スタートアップ

NETISに登録、掲載することでインフラ点検等公共工事を請け負う施工
業者等への周知を行い、市場の拡大を促す。

→ → → → →

③
直轄事業等における購入調達に
係る周知

政府

ドローンの調達等を担う地方整備局等の実務担当者が参画する会議等
において、開発ドローンを紹介・周知する。
開発成果を建設分野のドローンガイドブックの中に掲載・公表することで、
他省庁含めた周知を行う。

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

④
開発技術の認知度向上に向けた
取組の実施

スタートアップ
見学会や展示会、説明会を通じ、開発技術の認知度を高め、社会受容
性の向上を図る。

→ → → → →

⑤
ドローンの取扱いに係る安全活
用マニュアルの策定および人材
育成

スタートアップ
ドローンの取扱いに係る安全活用マニュアルの策定や人材教育を行い、
社会受容性の向上を図る。

→ → → → →

⑥
ドローンの活用方法及び実績の
PR

政府
建設施工におけるDXやドローン等に係る有識者会議等において開発ド
ローンを周知することにより、社会受容性の向上を図る。

→ → →

D：市場環境の整備

⑦
公共調達に係るカタログへの応
募

政府
スタートアップ

各局技術カタログへ応募することで、直轄事業における巡視や構造物点
検等でのドローンの積極的な活用を促す。

→ → → → →

⑧ 地方公共団体への成果紹介 政府
地方公共団体の実務担当者が参画する会議等において開発ドローンを
紹介・周知する。

→ → → →

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-2



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】事業実施体制とサプライチェーンの構築

◼ 配筋検査の自動化や施工現場の地盤や建設機械のリアルタイムな三次元可視化に関するシステム等の、建設現場における施工管理（出来形･出来
高・品質等の管理）の省力化・高度化技術の開発を支援し、建設分野の生産性向上や働き方改革の促進、将来の担い手確保の実現を目指す。

③ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 開発技術の認知度向上に向けた取組の実施

⑤ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 適用現場の拡大に向けた後継開発の推進

サブテーマ（３）建設現場における施工管理の省力化・高度化技術の開発

⑥ 【政府】 直轄事業による活用成果の周知

② 【政府】 直轄事業における活用

④ 【政府】 基準類の整備

⑦ 【政府】 地方公共団体の担当者への成果紹介

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-3



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
の構築

スタートアップ
連携協定締結企業

スタートアップが、連携協定締結企業を含むパートナー等と連携し、本プ
ロジェクトの実施体制と必要なサプライチェーンを構築する。

→ → → → →

B：初期市場の創造 ② 直轄事業における活用 政府

直轄事業において、当該開発技術については既に通知により活用可能
となっているところ。舗装工事での転圧や、リアルタイムでの三次元可視
化による施工管理が適するニューマチックケーソン工法や鉄筋検査等、
主に担い手不足等により省力化・高度化の効果が大きいと考えれる現
場を候補に挙げながら、引き続き活用可能である旨を会議等において
周知を行うとともに、活用が継続されるよう持続的に周知を行う。

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

③
開発技術の認知度向上に向けた
取組の実施

スタートアップ
連携協定締結企業

見学会や展示会、説明会を通じ、開発技術の認知度を高め、社会受容
性の向上を図る。

→ → → → →

④ 基準類の整備 政府
直轄事業において、当該開発技術については既に通知により活用可能
となっているところである。

D：市場環境の整備

⑤
適用現場の拡大に向けた後継開
発の推進

スタートアップ
連携協定締結企業

適用可能な施工現場の拡大に向けた後発開発を引き続き行い、市場規
模の拡大を図る。

→ → → → →

⑥ 直轄事業による活用成果の周知 政府
③に基づき、建設現場における施工管理の省力化・高度化技術の直轄
事業での活用事例を、会議等を通して紹介することで直轄事業へのさら
なる周知を図る。なお別途活用事例をＨＰでも公表し、周知を行う。

→ → → → →

⑦
地方公共団体の担当者への成
果紹介

政府
地方公共団体担当者が参加する会議等において、直轄事業での活用
事例・成果の紹介を行うことにより、直轄事業以外での活用を促進し、市
場規模の拡大を図る。

→ → → → →

サブテーマ（３）建設現場における施工管理の省力化・高度化技術の開発

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-3



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

◼ 多様なセンサに接続できる低コスト・メンテナンスフリーの無線端末等による効率的なデータ収集を可能とするセンサネットワーク技術の開発・実証を支
援し、災害時のより迅速な対応の実現を目指す

サブテーマ（４）多様なセンサから効率的にデータ収集するセンサネットワーク技術の開発・実証

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】事業実施体制とサプライチェーンの構築

③ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 開発技術の認知度向上に向けた取組の実施

⑤ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 適用現場の拡大に向けた後継開発の推進

② 【政府】 政府による調達

④ 【政府】 社会受容性の向上に向けた取組

⑥ 【政府】 普及に向けた環境整備

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-4



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
の構築

スタートアップ
連携協定締結企業

スタートアップが、連携協定締結企業を含むパートナー等と連携し、本プ
ロジェクトの実施体制と必要なサプライチェーンを構築する。

→ → → → →

B：初期市場の創造 ② 政府による調達 政府
無線技術によるセンサネットワークを構築できることで耐災害性が確保
できる等の有効性を踏まえた周知等を行い、活用ニーズのある事務所
へ展開できるよう連携。

→ → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

③
開発技術の認知度向上に向けた
取組の実施

スタートアップ
連携協定締結企業

見学会や展示会、あるいは個社への提案活動等により、想定される顧
客の認知度を高め、社会受容性の向上を図る。

→ → → → →

④ 社会受容性の向上に向けた取組 政府 センサ技術や無線伝送技術の性能評価を行い、性能を可視化する。 → → → → →

D：市場環境の整備

⑤
適用現場の拡大に向けた後継開
発の推進

スタートアップ
連携協定締結企業

適用可能な公共施設の拡大に向けた後発開発を引き続き行い、市場規
模の拡大を図る。

→ → → → →

⑥ 普及に向けた環境整備 政府
導入ガイドの作成による、新技術の普及促進に向けた周知や関係機関
と連携を図る。

→ → →

サブテーマ（４）多様なセンサから効率的にデータ収集するセンサネットワーク技術の開発・実証

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-4



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

◼ 太陽光発電等の再生可能エネルギーを電力源として、災害時でも街路灯や地域住民への電力供給を可能とする臨時電源スポット技術の開発・実証を
支援し、停電時に必要な設備等への電力供給による安全・安心な社会の実現を目指す。

サブテーマ（５）再生可能エネルギーを活用した災害時でも街路灯や地域住民へ給電する臨時電源スポット技術の開発・実証

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】事業実施体制とサプライチェーンの構築

③ 【スタートアップ・連携協定締結企業】 開発技術の認知度向上に向けた取組の実施

④ 【業界団体】 開発技術に係る業界規格・制度の検討

② 【政府】 政府による調達

⑤ 【政府】 成果の社会周知

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-5



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
の構築

スタートアップ
連携協定締結企業

スタートアップが、連携協定締結企業を含むパートナー等と連携し、本プ
ロジェクトの実施体制と必要なサプライチェーンを構築する。

→ → → → →

B：初期市場の創造 ② 政府による調達 政府
技術の有効性等を積極的に紹介するとともに、活用ニーズのある事務
所へ展開できるよう連携。

→ → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

③
開発技術の認知度向上に向けた
取組の実施

スタートアップ
連携協定締結企業

見学会や展示会、説明会を通じ、開発技術の認知度を高め、社会受容
性の向上を図る。

→ → → → →

④
開発技術に係る業界規格・制度
の検討

業界団体
直流電源の安全性を客観的に周知できる制度や規格の整備について
検討を行い、開発技術の普及を促す。

→ → → → →

D：市場環境の整備 ⑤ 成果の社会周知 政府
自治体での活用を見据え、各自治体の担当者へ緊急性・必要性の観点
を踏まえ積極的に活用事例を紹介する。

→ → → →

サブテーマ（５）再生可能エネルギーを活用した災害時でも街路灯や地域住民へ給電する臨時電源スポット技術の開発・実証

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ１ 建設施工・災害情報収集における高度化（省力化・自動化・脱炭素化）

ロードマップ1-5



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑤ 【政府・業界団体】新技術の社会周知

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】 ビジネスパートナーの探索・アライアンス締結

◼ デジタルツインによる公共構造物（河川・道路）の状態把握・維持管理手法を開発し、公共構造物のメンテナンスビジネスを拡大する

◼ ビジネス拡大のために国、自治体の河川・道路管理事業等での積極的な活用や人材育成に努める

② 【スタートアップ・政府】新技術活用のための人材育成

⑥ 【政府】 新技術活用のための環境整備

③ 【政府・ユーザー企業】河川・道路管理者等への認知度向上に
向けた取り組み

④ 【政府・ユーザー企業】維持管理業者等への認知度向上に
向けた取り組み

⑦ 【政府】 新技術の普及促進

テーマ２ デジタルツインを活用した公共構造物（道路・河川）の維持管理手法

第１分野 防災・インフラマネジメント
ロードマップ1-6



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
ビジネスパートナーの探索・アラ
イアンス締結

スタートアップ
連携協定締結企業

各地域に代理店や連携企業を構築し、量産化、販売、レンタル、受託等
の社会実装に向けた体制構築を行う。

→ → → → →

② 新技術活用のための人材育成
スタートアップ
政府

デジタルツインを活用した公共構造物（道路・河川）の維持管理手法に
必要な人材育成を継続的に行う。

→ → → → →

B：初期市場の創造

③
河川・道路管理者等への認知度
向上に向けた取り組み

政府
ユーザー企業

国交省、自治体、鉄道事業者、高速道路会社等への試験導入等を通じ
て社会実装を促す。

→ → →

④
維持管理業者等への認知度向
上に向けた取り組み

政府
ユーザー企業

測量業者等への試験導入等を通じて社会実装を促す。 → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤ 新技術の社会周知
政府
業界団体

業界関係者の参加するインフラメンテナンス国民会議やイベント等で新
技術の成果を報告し社会周知を図る。

→ → → → →

⑥ 新技術活用のための環境整備 政府
デジタルツインを活用した公共構造物（道路・河川）の維持管理手法に
必要な基準類等を整理するとともに、継続的な周知・改訂を行う。

→ → → → →

D：市場環境の整備 ⑦ 新技術の普及促進 政府
新技術の活用事例について広く周知し、維持管理分野での普及促進を
図る。
海外での実証に向けた締結等を推進する。

→ → → → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ２ デジタルツインを活用した公共構造物（道路・河川）の維持管理手法

第１分野 防災・インフラマネジメント
ロードマップ1-6



LINE本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑤ 【スタートアップ、政府・関係団体等】新技術の社会周知

② 【スタートアップ】 リリース後の改良等

① 【スタートアップ、連携協定締結企業】販売体制の構築

③ 【スタートアップ、連携協定締結企業、政府、ユーザー企業等】 ユーザーニーズを踏まえた早期導入事例の形成

⑦ 【スタートアップ、政府】 新技術活用の普及促進

④ 【スタートアップ、政府】 Project PLATEAUへの新技術の取り込み

⑥ 【政府 】 新技術活用に向けた3D都市モデル標準仕様の検討

テーマ３ 都市デジタルツインの技術開発・実証

第１分野 防災・インフラマネジメント
ロードマップ1-7



LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 販売体制の構築
スタートアップ
連携協定締結企業

民間市場におけるマーケティング活動を実施するとともに組織内の体制
を整備し、連携先企業がある場合は当該企業と協力しながら適切な販
売体制を構築する。

→ → → → →

② リリース後の改良等 スタートアップ 性能向上等対応のため、リリース後も必要な改良等を実施する。 → → → → →

B：初期市場の創造

③
ユーザーニーズを踏まえた早期
導入事例の形成

スタートアップ
連携協定締結企業
政府
ユーザー企業等

SBIRの期間中に実施したニーズ調査・フィードバック結果を踏まえた早
期導入事例の形成を通じて、初期市場創造を促進する。
政府は、Project PLATEAUの取組を主導する立場から、その保有する
知見を共有し、事例形成に向けた助言を行う。

→ → → →

④
Project PLATEAUへの新技術
の取り込み

スタートアップ
政府

開発成果のProject PLATEAUへの取り込みを通じて初期市場創造を
促進する。

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤ 新技術の社会周知
スタートアップ
政府
関係団体等

関係者の参加する会議やイベント等で新技術の成果を報告し社会周知
を図る。

→ → →

⑥
新技術活用に向けた3D都市モ
デル標準仕様の検討

政府
３D都市モデルの整備・更新・活用等にあたって新技術が適切に活用さ
れるよう、新技術の３D都市モデルに係る標準仕様への反映検討及び
改訂を行う。

→ → → → →

D：市場環境の整備 ⑦ 新技術の普及促進
スタートアップ
政府

【スタートアップ】新技術の活用事例について広く周知するとともに、海外
展開についても検討を進める。
【政府】新技術の活用事例について広く周知し、都市デジタルツイン分野
における活用促進を図る。我が国企業の持つ都市デジタルツイン技術
について、海外展開を促進する。

→ → → → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ３ 都市デジタルツインの技術開発・実証

第１分野 防災・インフラマネジメント
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ロードマップ項目 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】 製品の低コスト化

③ 【政府・スタートアップ】 リアルタイム浸水状況表示システムの構築・改良

④ 【政府・スタートアップ】 浸水データの活用

② 【スタートアップ・連携協定締結企業】 販売体制の構築

⑦ 【政府・スタートアップ・連携協定締結企業】
自治体・民間企業への活用事例の紹介

⑥ 【政府・スタートアップ】
浸水センサの広報を通じた活用自治体の拡充

⑤ 【政府 】 浸水センサの仕様更新および国際会議等への情報提供

テーマ４ 次世代機器等を活用した河川管理の監視・観測の高度化

サブテーマ（１）低コスト浸水センサの技術開発及び安定供給事業

第１分野 防災・インフラマネジメント
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社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

26

20

27

20

28

20

29

20

30

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 製品の低コスト化
スタートアップ
連携協定締結企業

【スタートアップ・連携協定締結企業】
汎用部品の利用等、調達体制の拡充により低コスト化し、更なる市場の
拡大を図る
利用数の増大等に伴う製造・サービスコストの縮減

→ → → →

② 販売体制の構築
スタートアップ
連携協定締結企業

【スタートアップ・連携協定締結企業】
連携協定締結企業等と連携した民間市場におけるマーケティング活動
を実施し、販売体制の構築を図る

→ → → → →

B：初期市場の創造

③
リアルタイム浸水状況表示シス
テムの構築・改良

政府
スタートアップ

【政府】標準的なリアルタイム浸水状況表示システムの構築、改良
（2024年11月より試行開始）
【スタートアップ】様々なユーザーのニーズに対応するための更なる機能
の開発

→ → → → →

④ 浸水データの活用
政府
スタートアップ

【スタートアップ】活用事例（災害対応、民間活用）の収集
【政府】活用事例（災害対応、民間活用）の共有、オープンデータ化（セン
サ設置者の同意が条件）による浸水データの提供・活用の検討、必要に
応じて既存センサの更新

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤
浸水センサの仕様更新および国
際会議等への情報提供

政府
【政府】必要に応じて（他企業による浸水センサを含めた）実証実験を通
じた浸水センサの仕様書を更新し、海外への展開も視野に入れて、国際
会議等へ情報提供を行う

→ → → → →

⑥
浸水センサの広報を通じた
活用自治体の拡充

政府
スタートアップ

【スタートアップ】製品性能（価格、長寿命等）の広報
【政府】（他企業の浸水センサを含めた）活用事例（浸水センサの機能や
使い方、成果）の各種会議等での紹介による活用自治体の拡充や、既
存自治体の設置箇所の拡大

→ →

D：市場環境の整備 ⑦
自治体・民間企業への活用事例
の紹介

政府
スタートアップ
連携協定締結企業

【政府】自治体、民間企業への展開を図るため、各自治体や業界団体の
担当者への活用事例の紹介や、「浸水センサ整備・データ利活用等に関
するガイドライン（案）」の作成・公表を行う
【スタートアップ・連携協定締結企業】WEBサイトや営業活動を通じて各
自治体、民間企業の担当者へ活用事例を紹介

→ → →

サブテーマ（１）低コスト浸水センサの技術開発及び安定供給事業

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ４ 次世代機器等を活用した河川管理の監視・観測の高度化
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ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

④ 【政府】 政府や公共機関による調達の検討

⑤ 【政府・スタートアップ】衛星の種類・撮影方法に応じた適用条件の明示

② 【政府 ・スタートアップ】
試行運用を通じた課題抽出・システム改良

⑥ 【政府・スタートアップ】災害時におけるSAR衛星の活用方法および実績のPR

⑦ 【政府・スタートアップ・連携協定締結企業】 自治体・民間企業への技術・活用事例の紹介

サブテーマ（２）SAR衛星を用いた観測・監視体制に関する技術開発

① 【スタートアップ・連携協定締結企業】 解析モデル・システム改良の技術協力及び営業協力体制の構築

③ 【政府・スタートアップ】
災害の予測・衛星の解析結果の活用方法の確立

⑧ 【政府・スタートアップ・連携協定締結企業】各国担当者への技術・活用事例の紹介

第１分野 防災・インフラマネジメント

テーマ４ 次世代機器等を活用した河川管理の監視・観測の高度化
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LINE本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
解析モデル・システム改良の技
術協力及び営業協力体制の構
築

スタートアップ
連携協定締結企業

【スタートアップ・連携協定締結企業】
解析モデル・システム改良の技術協力、利用拡大に向けた営業協力、衛星プロバ
イダとの協力体制の構築を行う

→ → → → →

B：初期市場の創造

② 試行運用を通じたシステム改良
政府
スタートアップ

【政府】災害時等にシステムを試行運用し、SBIR事業期間中の実証実験では未経
験の災害事象・条件等において、実運用に向けての課題等を抽出する
【スタートアップ】政府が抽出した課題等に対し、システム改良する

→ →

③
災害の予測・衛星の解析結果の
活用方法の確立

政府
スタートアップ

【政府】試行運用を通じて衛星の撮影範囲・時間の意思決定における災害予測結
果の活用方法や、被災状況の早期把握や効率化における衛星の解析結果の活
用方法を確立する
【スタートアップ】政府の意見を踏まえ、使途に応じた効果的な解析結果の表示方
法の見直しを行う。
浸水センサのオープンデータと衛星解析結果との連携活用を検討する。
損保、電力、物流関連企業や、自治体と災害協定等を締結した民間企業と連携し、
民間企業・自治体での衛星の解析結果の活用方法を確立する。

→ →

④
政府や公共機関による調達の検
討および試行的な導入

政府
【政府】システムの初期市場の創造に繋げるため、政府による導入および災害時
の調達を検討し、試行的に導入を開始する。

→ → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤
衛星の種類・撮影方法に応じた
適用条件の明示

政府
スタートアップ

【スタートアップ】様々なユーザーのニーズに対応するため、多様な衛星の種類・撮
影方法に応じた各衛星データ活用上の適用条件、メリット・デメリット、衛星データ
の利用許諾条件などを整理する
【政府】上記の内容を技術資料（活用の手引き等）に取りまとめる

→ → → → →

⑥
災害時におけるSAR衛星の活用
方法および実績のPR

政府
スタートアップ

【政府】各種会議等の機会を通して、SAR衛星の活用方法や実績等の情報発信を
行う
【スタートアップ】学会発表や展示会等の機会を通して情報発信を行うとともに、共
同研究や既存システムとの連携を行う

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑦
自治体・民間企業への技術・活
用事例の紹介

政府
スタートアップ
連携協定締結企業

【政府】自治体、民間企業への展開を図るため、各自治体や業界団体の担当者へ
活用事例や技術資料（活用の手引き等）を紹介
【スタートアップ・連携協定締結企業】WEBサイトや営業活動を通じて各自治体、民
間企業の担当者へ活用事例を紹介

→ → → → →

⑧
各国担当者への技術・活用事例
の紹介

政府
スタートアップ
連携協定締結企業

【政府】海外における需要を喚起するために、政府が持つ国際的な繋がり・機会を
利用して、技術や活用事例の情報発信を行う
【スタートアップ・連携協定締結企業】国際機関・海外政府向け説明会、海外支店で
の営業活動、海外イベントへの出展を通して、技術や活用事例の情報発信を行う

→ → → → →

サブテーマ（２）SAR衛星を用いた観測・監視体制に関する技術開発

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第１分野 防災・インフラマネジメント
テーマ４ 次世代機器等を活用した河川管理の監視・観測の高度化 ロードマップ1-9
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ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑤ 【政府】 社会受容性の向上に向けた取組

① 【スタートアップ】 ビジネスパートナーの探索・アライアンスの締結

◼ 構造物メンテナンス等の維持管理の更なる効率化・高度化や、災害時の異常把握の迅速化及び早期の復旧を実現するために、次世代機
器等を活用した構造物のモニタリング技術等を開発し、社会実装を行う。

◼ 交通マネジメントを高度化するために、低コストでリアルタイムに任意の箇所を観測可能な機器・技術等を開発し、社会実装を行う。

② 【スタートアップ・業界団体・政府】 新技術活用のための人材育成

⑥ 【スタートアップ】 成果の社会周知

③ 【政府】 政府による調達

④【スタートアップ】 ニーズとシーズのマッチング

⑧ 【政府】 普及に向けた環境整備

⑨ 【スタートアップ】 海外市場の開拓

⑦ 【政府】 成果の社会周知

テーマ５ 次世代機器等を活用した道路管理の監視・観測の高度化

第１分野 防災・インフラマネジメント
ロードマップ1-10
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社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
ビジネスパートナーの探索・アラ
イアンスの締結

スタートアップ
・コンソーシアム企業や販売パートナー等との協力を強化し、販路を拡
大する

→ → → → →

② 新技術活用のための人材育成
スタートアップ
業界団体
政府

・技術ドキュメントの共有、社員の教育・体制強化
・機器を扱う人材の育成、認定制度の創設、講習会、人材育成プログラ
ムの実施
・道路メンテナンス会議等において新技術の活用事例等について報告し、
地方公共団体などに周知を図る

→ → → → →

B：初期市場の創造

③ 政府による調達 政府
・特定のユースケースについて、カタログ掲載技術を使用原則化
・活用ニーズのある国道事務所へ展開できるよう連携

→ → → →

④ ニーズとシーズのマッチング スタートアップ
・自治体などのニーズを拾い上げ、技術の改善や関係するアプリの開発
等を実施
・交通マネジメント高度化のユースケース創出

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤ 社会受容性の向上に向けた取組 政府
・新技術導入促進計画に基づく性能評価、リクワイヤメントを満たす技術
については、点検支援技術性能カタログ等を作成して、性能を可視化す
る

→ → →

⑥ 成果の社会周知 スタートアップ ・展示会への出展、学会・研究会での発表、メディアや自社HPでのPR → → → → →

D：市場環境の整備

⑦ 成果の社会周知 政府
・道路メンテナンス会議等において成果を報告し、地方公共団体など社
会周知を図る

→ → → →

⑧ 普及に向けた環境整備 政府
・道路メンテナンス事業補助制度の活用により、新技術の普及・促進に
向けた支援を図る

→ →

⑨ 海外市場の開拓 スタートアップ
・海外市場において、既存サービスの実証を実施してPRし、市場を開拓
する
・海外の展示会に出展等してサービスの展開を図る

→ → → → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ５ 次世代機器等を活用した道路管理の監視・観測の高度化

第１分野 防災・インフラマネジメント
ロードマップ1-10



テーマ プロジェクト
ロードマップ

番号
担当部署

テーマ１
AUV(自律型無人潜水機)・ROV(遠隔操作型
無人潜水機)を活用した港湾鋼構造物の点検
効率化・高度化に関する技術開発・実証

⚫ 小型 AUV を用いた日常的な港湾構造物点検システム開発

2-1
港湾局

参事官（技術監理・
情報化）室

⚫ 水中吸着ドローンによる自律非破壊検査

テーマ２
空港業務の生産性向上に関する技術開発・
実証

⚫ 空港業務の人手不足の抜本的解決に向けたアバターロボットの大規模実証 2-2 航空局
航空ネットワーク部

空港技術課⚫ 空間IDを活用した空港内情報集約基盤「VIPS」の開発 2-3

テーマ３
ドローンを活用した港湾施設の点検・調査
効率化に関する技術開発・実証

⚫ ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化に関する技術開発・実証

2-4

港湾局
参事官（技術監理・

情報化）室

⚫ ドローンによる港湾施設の点検・維持管理の効率化と、災害時においても現状
把握できる可視化の仕組みの技術開発・実証

⚫ ドローンを用いた港湾施設の自動化点検システムの開発

⚫ 港湾点検・巡視の効率化と迅速化を目的としたドローンの活用及び映像解析AI 
の開発

テーマ４
船舶の係留施設への衝突リスク低減に資す
る安全かつ効率的な離着岸の実現に向けた
技術開発・実証

⚫ 港湾プラットフォーム構築プロジェクト

2-5
⚫ 新しい海上デジタル通信規格「VDES」を用いた、安全かつ効率的な離着岸技術

の開発

国土交通省ＳＢＩＲフェーズ３基金事業 社会実装ロードマップ（第２分野）

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくりに向けた技術の開発・実証



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

② 【スタートアップ・ユーザー企業】 ビジネスパートナーの探索・アライアンス締結

◼ 港湾施設のうち桟橋や矢板等の港湾鋼構造物を対象として、更なる生産性・安全性向上の視点から、AUV(自律型無人潜水機)及び
ROV(遠隔操作型無人潜水機)を活用した港湾鋼構造物の点検効率化に関する技術の社会実装を行う。

⑥ 【政府】 新技術の社会周知

⑧ 【スタートアップ】 量産化に向けた取組

④ 【政府】 認知度向上に向けた取組・支援

⑦ 【政府】 新技術の普及促進

⑤ 【スタートアップ】 港湾管理者等への
認知度向上に向けた取組

③ 【スタートアップ】 新技術活用のための人材育成

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり

テーマ１ AUV・ROVを活用した港湾鋼構造物の点検効率化・高度化

① 【政府】 事業環境の構築に向けた取組

ロードマップ2-1



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 事業環境の構築に向けた取組 政府
港湾管理者や業界関係者等との意見交換を通じて、事業環境の構築に
向けた検討を行う。

→ → → → →

②
ビジネスパートナーの探索・
アライアンス締結

スタートアップ
ユーザー企業

販売、レンタル、点検受託等の製品体系を構築し、社会実装に向けての
体制構築を行う。

→ → → → →

③ 新技術活用のための人材育成 スタートアップ
AUV・ROVを活用した港湾鋼構造物の点検効率化・高度化に必要な人
材育成を行う。

→ → → → →

B：初期市場の創造

④ 認知度向上に向けた取組・支援 政府
業界関係者の参加する会議等を活用し、新技術の認知度向上に向けた
取組を支援する。

→ → → → →

⑤
港湾管理者等への認知度向上
に向けた取組

スタートアップ
現地でのデモンストレーション等を通じて港湾管理者等や維持管理業者
の新技術の認知度を高め、社会実装を促す。

→ →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑥ 新技術の社会周知 政府
新技術のNETISへの登録を推奨するともに、業界関係者の参加する会
議等で新技術の成果を報告し社会周知を図る。

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑦ 新技術の普及促進 政府

国土交通省港湾局が策定した「港湾の施設の点検診断ガイドライン」に
おいて、新技術の活用事例への掲載を検討する。
インフラシステムの海外展開等の機会を活用し、海外市場を含めた市場
環境の整備を支援する。
中小企業税制の活用に向けた伴走支援等により、スタートアップによる
量産化に向けた取組を支援する。

→ → → → →

⑧ 量産化に向けた取組 スタートアップ
販売網の拡大に対応するため、AUV・ROVの量産化に向けた体制を整
備する。

→ → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり

テーマ１ AUV・ROVを活用した港湾鋼構造物の点検効率化・高度化

ロードマップ2-1



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑤ 【共同事業者】 遠隔オペレータやロボットを取り巻く環境に関するガイドラインの検討

① 【スタートアップ】導入・保守体制の構築

◼ 最も旅客数の多い羽田空港にて１００台規模のアバターロボット(newme)が遠隔接客案内を実運用することを目指す。

◼ その後、拠点空港、地方管理空港において同様に普及を進め、他のエアラインや空港、さらに他分野への展開を進めていく。

② 【スタートアップ】 ビジネスパートナーの構築

⑥ 【政府】 成果の社会周知

③【ユーザー企業】 主要空港～地方空港での運用に関する協議

④【スタートアップ】 初期市場の創造後の需要喚起

⑦ 【ユーザー企業】 先端的通信インフラの整備の推進

プロジェクト名：空港業務の人手不足の抜本的解決に向けたアバターロボットの大規模実証

テーマ２ 空港業務の生産性向上

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-2



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 導入・保守体制の構築 スタートアップ
現場設置・保守管理を行っている複数の事業会社と、ロボットの導入・保
守体制の構築を推進

→ → → → →

② ビジネスパートナーの構築 スタートアップ
航空会社及び空港会社と協業関係の構築を推進。また、オペレータマ
ニュアルを提供可能な事業者とも協業関係の構築を図っていく

→ → → → →

B：初期市場の創造

③
主要空港～地方空港での運用
に関する協議

ユーザー企業
スタートアップとユーザー企業において、主要空港〜地方空港での運用
に関する協議を順次推進

→ → → → →

④ 初期市場の創造後の需要喚起 スタートアップ
航空会社及び空港管理会社からの問い合わせに対して、本プロジェクト
の取組を説明するなど初期市場後の需要を喚起

→ → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤
遠隔オペレータやロボットを取り
巻く環境に関するガイドラインの
検討

共同事業者
「遠隔オペレーターやロボットを取り巻く環境」に関して、国内外へ学術
論文を発表しつつ、複数の学術論文の内容を一般化することにより、ガ
イドラインとして整理していく

→ → → → →

⑥ 成果の社会周知 政府
業界関係者の参加する会議等でSBIR事業の成果を報告し社会周知を
図る

→ → → → →

D：市場環境の整備 ⑦
先端的通信インフラの整備の推
進

ユーザー企業
空港のおけるロボットやデバイスを、安定的かつ大量に利用するための
通信インフラの整備を推進

→ → → → →

プロジェクト名：空港業務の人手不足の抜本的解決に向けたアバターロボットの大規模実証

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ２ 空港業務の生産性向上

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-2



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

③ 【政府】 成果の社会周知

① 【スタートアップ】 事業実施体制とサプライチェーンを構築

◼ 開発するVIPSはグランドハンドリング業務・空港運営の効率化・安全性向上、自動運転の実現に貢献し、100億円規模の市場創出を想定

◼ 事業化5年後の売上目標は30億円で、将来的には海外空港への展開も視野に、国際的な空港ネットワークを活用し、グローバル市場での
競争力を高めていく

④ 【業界団体】 空間ＩＤの普及促進

② 【ユーザー企業】 VIPSの段階的導入の可能性を検討

⑤ 【業界団体】国際標準化に向けた検討 

プロジェクト名：空間 ID を活用した空港内情報集約基盤「VIPS」の開発

テーマ２ 空港業務の生産性向上

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-3



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

27

20

28

20

29

20

30

20

31

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
事業実施体制とサプライチェーン
を構築

スタートアップ
スタートアップが空港管理会社、自動運転車両メーカー、グランドハンド
リング会社等と連携し、本プロジェクトの実施体制と必要なサプライ
チェーンを構築

→ → → → →

B：初期市場の創造 ②
VIPSの段階的導入の可能性を
検討

ユーザー企業
空港制限区域内でのVIPSの段階的な導入に向けた検討し、各種実証
を通じて、横展開により初期市場を創出

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

③ 成果の社会周知 政府
業界関係者の参加する会議等でSBIR事業の成果を報告し社会周知を
図る

→ → → → →

④ 空間ＩＤの普及促進 業界団体
デジタルライフライン総合整備計画の取組における実証実験や関連検
討会等を通して、ユーザー企業への空間ＩＤの普及促進を図る

→ → → → →

D：市場環境の整備 ⑤ 国際標準化に向けた検討 業界団体
国際展開に向けて、国内で確立した３Ｄマップの空港運用モデルを国際
業界団体を通じて提言共有し、環境整備を図る

→ → → → →

プロジェクト名：空間 ID を活用した空港内情報集約基盤「VIPS」の開発

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ２ 空港業務の生産性向上

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-3



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑥ 【政府】 新技術の社会周知

② 【スタートアップ・ユーザー企業】 ビジネスパートナーの探索・アライアンス締結

◼ 防波堤、係留施設、護岸等の港湾施設を対象とし、ドローンによる平時の維持管理の点検・調査の効率化・低コスト化、並びにドローンに
よる被災状況把握の迅速化・自動化を主眼とするテーマとして技術の社会実装を行う。

④ 【政府】 認知度向上に向けた取組・支援

⑧ 【政府】 新技術の普及促進

⑤ 【スタートアップ】港湾管理者等への
認知度向上に向けた取組

③ 【スタートアップ】 新技術活用のための人材育成

⑨ 【スタートアップ】 量産化に向けた取組

⑦ 【政府】 新技術活用のための環境整備

※１年目は、「ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化に関する技術開発・実証」については2027年度、
「ドローンによる港湾施設の点検・維持管理の効率化と、災害時においても現状把握できる可視化の仕組みの技術開発・実証」、「ドローンを用いた港湾施設の自動化点検システム
の開発」及び「港湾点検・巡視の効率化と迅速化を目的としたドローンの活用及び映像解析AIの開発」については2028年度の予定

テーマ３ ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化

① 【政府】 事業環境の構築に向けた取組

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-4



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール

1

年
目

2

年
目

3

年
目

4

年
目

5

年
目

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 事業環境の構築に向けた取組 政府
港湾管理者や業界関係者等との意見交換を通じて、事業環境の構築に
向けた検討を行う。

→ → → → →

②
ビジネスパートナーの探索・
アライアンス締結

スタートアップ
ユーザー企業

販売、レンタル、点検受託等の製品体系を構築し、社会実装に向けての
体制構築を行う。

→ → → → →

③ 新技術活用のための人材育成 スタートアップ
ドローンの操作に関する講習の提供等、ドローンを活用した港湾施設の
点検・調査効率化に必要な人材育成を行う。

→ → → → →

B：初期市場の創造

④ 認知度向上に向けた取組・支援 政府
業界関係者の参加する会議等を活用し、新技術の認知度向上に向けた
取組を支援する。

→ → → → →

⑤
港湾管理者等への認知度向上
に向けた取組

スタートアップ
ドローンを活用した港湾施設の点検・調査における安全対策に関する説
明会等を通じて港湾管理者等や維持管理業者の新技術の認知度を高
め、社会実装を促す。

→ →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑥ 新技術の社会周知 政府
新技術のNETISへの登録を推奨するともに、業界関係者の参加する会
議等で新技術の成果を報告し社会周知を図る。

→ → → → →

⑦ 新技術活用のための環境整備 政府
ドローンを活用した港湾施設の点検・調査に必要な行政手続、関係者や
留意事項等を整理するとともに、継続的な周知・改訂を行う。

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑧ 新技術の普及促進 政府

国土交通省港湾局が策定した「港湾の施設の点検診断ガイドライン」に
おいて、新技術の活用事例への掲載を検討する。
インフラシステムの海外展開等の機会を活用し、海外市場を含めた市場
環境の整備を支援する。
中小企業税制の活用に向けた伴走支援等により、スタートアップによる
量産化に向けた取組を支援する。

→ → → → →

⑨ 量産化に向けた取組 スタートアップ
販売網の拡大に対応するため、ドローンの量産化に向けた体制を整備
する。

→ → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ３ ドローンを活用した港湾施設の点検・調査効率化

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-4



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑥ 【政府】 新技術の社会周知

② 【スタートアップ】 事業実施体制の構築

◼ 港湾内のアプローチ操船の高度化に向けた技術による港湾内のあらゆる船舶交通の可視化及び関係者における共有化、 “人”に対する
離着岸支援技術、自動離着岸支援の3テーマの技術を社会実装することにより、港湾内におけるより安全かつ効果的な船舶離着岸が実
現するとともに、港湾施設の適切な維持管理に貢献する。

⑨ 【スタートアップ】 社会的動向に対応したデータの提供

④ 【政府】 認知度向上に向けた取組・支援

⑤ 【スタートアップ】 港湾管理者等、船舶運
航事業者への認知度向上に向けた取組

③ 【スタートアップ】 新技術活用のための人材育成

⑦ 【政府】 新技術活用のための環境整備

※１年目は、「港湾プラットフォーム構築プロジェクト」については2027年度、
「新しい海上デジタル通信規格「VDES」を用いた、安全かつ効率的な離着岸技術の開発」 については2028年度の予定

テーマ４ 船舶の係留施設への衝突リスク低減に資する安全かつ効率的な離着岸の実現

① 【政府】 事業環境の構築に向けた取組

⑧ 【政府】 新技術の普及促進

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-5



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール

1

年
目

2

年
目

3

年
目

4

年
目

5

年
目

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① 事業環境の構築に向けた取組 政府
港湾管理者や船舶運航事業者、業界関係者等との意見交換を通じて、
事業環境の構築に向けた検討を行う。

→ → → → →

② 事業実施体制の構築 スタートアップ 事業実施に必要な継続的な改良・保守運用体制の構築を行う。 → → → → →

③ 新技術活用のための人材育成 スタートアップ 安全かつ効率的な離着岸の実現に必要な人材育成を行う。 → → → → →

B：初期市場の創造

④ 認知度向上に向けた取組・支援 政府
業界関係者の参加する会議等を活用し、新技術の認知度向上に向けた
取組を支援する。

→ → → → →

⑤
港湾管理者等、船舶運航事業者
への認知度向上に向けた取組

スタートアップ
現地でのデモンストレーション等を通じて港湾管理者等や船舶運航事業
者の新技術の認知度を高め、社会実装を促す。

→ →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑥ 新技術の社会周知 政府
新技術のNETISへの登録を推奨するともに、業界関係者の参加する会
議等で新技術の成果を報告し社会周知を図る。

→ → → → →

⑦ 新技術活用のための環境整備 政府
自動係留装置の社会実装に向けて、策定したガイドラインの継続的な周
知・改訂を行う。

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑧ 新技術の普及促進 政府

インフラシステムの海外展開等の機会を活用し、海外市場を含めた市場
環境の整備を支援する。
中小企業税制の活用に向けた伴走支援等により、スタートアップによる
量産化に向けた取組を支援する。

→ → → → →

⑨
社会的動向に対応したデータの
提供

スタートアップ
自動運航船の実用化に向けたロードマップの動向等を踏まえ、新技術
の改良を行い、サービスレベルの向上を図る。

→ → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ４ 船舶の係留施設への衝突リスク低減に資する安全かつ効率的な離着岸の実現

第２分野 国際競争力強化に資する交通基盤づくり
ロードマップ2-5



国土交通省ＳＢＩＲフェーズ３基金事業 社会実装ロードマップ（第３分野）

テーマ プロジェクト
ロードマップ

番号
担当部署

テーマ１
鉄道施設の維持管理の効率化・省力化に資
する技術開発・実証

⚫ 鉄道環境に対応したドローンを用いた鉄道点検ソリューションの構築 3-1

鉄道局
技術企画課
技術開発室

⚫ 光技術（レーザー等）を活用した鉄道施設の維持管理に係る技術実証 3-2

テーマ２
鉄道駅における安全性向上のための案内
サービスの充実に係る技術開発・実証

⚫ ビーコンサービスのフィールドトライアルと行動推定基盤の開発 3-3

テーマ３
地域公共交通に対応した自動運転技術実証

⚫ 自動運転システムのための認証可能な開発運用統合フレームワーク及びこれに
対応した自動運転パッケージの構築

3-4
物流・自動車局
技術・環境政策課

テーマ４
海運ＤＸ促進に向けた海運関係データ連携
基盤の開発・実証

⚫ 汎用的な海運データ連携基盤および課題解決機能の開発・実証 3-5
海事局

海洋・環境政策課

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現に向けた技術の開発・実証



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

① 【スタートアップ】 オペレーション体制等の構築

◼ 2028–2032で「作る→使う→広げる」を段階実行。

◼ まず事業体制を整備し（A）、成果の情報発信により初期市場を創出（B）、運用ルールと制度適合・社会受容を確立（C・D）。

③ 【スタートアップ・ユーザー企業】
一般認知と理解の促進

② 【政府】 SBIRフェーズ3で実施した内容や成果の情報発信

④ 【政府】 関係法令への適合・制度調整

プロジェクト名：鉄道環境に対応したドローンを用いた鉄道点検ソリューションの構築

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

テーマ１ 鉄道施設の維持管理の効率化・省力化

ロードマップ3-1



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① オペレーション体制等の構築 スタートアップ

ドローンソリューション展開に向け、運航管理システム、デジタ
ルツインシステム等の関係事業者との役割分担を明確化し、持
続可能な運用体制を整備する。また、収益構造や責任分界点
を含むビジネススキームを確立する。

→ → →

B：初期市場の創造 ②
SBIRフェーズ3で実施した内
容や成果の情報発信

政府
鉄道事業者に対し、SBIRフェーズ3の成果等についてプレスリ
リースや懇談会等で周知を行う。

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

③ 一般認知と理解の促進
スタートアップ
ユーザー企業

実運用を通じて、線路上をドローンが飛行する具体的な活用事
例を発信し、安全性や有効性に関する理解を広げる。これによ
り、地域社会や利用者からの受け入れを後押しする。

→ →

D：市場環境の整備 ④ 関連法令への適合・制度調整 政府
ドローン飛行に関係する法令等について、運用要件や制度上
の制約を精査し、必要に応じて関係機関との調整を通じ、事業
実施に必要な法的基盤を整える。

→ → → → →

プロジェクト名：鉄道環境に対応したドローンを用いた鉄道点検ソリューションの構築

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

テーマ１ 鉄道施設の維持管理の効率化・省力化

ロードマップ3-1



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 SBIR期間中 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

◼ 主要鉄道会社においてレーザー打音検査装置採用を実現し、レーザー保守検査装置市場（2032年：30億円／輸出市場含）の30％以上の
シェアを確保することを目指す。

◼ 鉄道以外の分野にもレーザー検査ユニットを供給し、ビジネスパートナーと共にレーザー保守検査市場（2035年：280億円／輸出市場含）
の30％のシェアに挑戦する。

① 【スタートアップ】 オペレーション体制の構築

② 【政府】 ビジネスパートナーの探索・アライアンスの締結における助言

③ 【政府・スタートアップ】 SBIRフェーズ３で実施した内容や成果の
情報発信

④【スタートアップ・政府】 鉄道事業者への理解の促進

⑤ 【スタートアップ】 運用実績の国際展開

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

テーマ１ 鉄道施設の維持管理の効率化・省力化
プロジェクト名：光技術（レーザー等）を活用した鉄道施設の維持管理に係る技術実証

ロードマップ3-2



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

① オペレーション体制の構築 スタートアップ
計測機器メーカーとのメインビジネスパートナー関係を構築し、
ビジネス連携展開を実施する。

→ → →

②
ビジネスパートナーの探索・ア
ライアンスの締結における助
言

政府
スタートアップの独自事業戦略を理解し、鉄道業界への新技術
社会実装の最大化を目指して広い視野に立ち助言を行う。

→ → → → →

B：初期市場の創造 ③
SBIRフェーズ３で実施した内
容や成果の情報発信

政府
スタートアップ

鉄道事業者に対し、SBIRフェーズ3の成果等についてプレスリ
リースや懇談会等で周知を行う。

→ → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

④ 鉄道事業者への理解の促進
スタートアップ
政府

運用実績を踏まえ、具体的な活用事例を発信し、安全性や有
効性に関する理解を広げる。これにより、鉄道事業者による導
入を後押しする。

→ → → → →

D：市場環境の整備・
市場拡大に向けた取
組

⑤ 運用実績の国際展開 スタートアップ
国内での運用実績とその効果を基に、国際市場への展開戦略
を検討する。海外法規制や市場ニーズを踏まえた事業モデル
を検討する。

→ → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

テーマ１ 鉄道施設の維持管理の効率化・省力化
プロジェクト名：光技術（レーザー等）を活用した鉄道施設の維持管理に係る技術実証

ロードマップ3-2



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備・
市場拡大に向けた取組

社会実装ロードマップ（全体像）

◼ SBIRフェーズ3の成果を用いて、新規に案内サービス及び施設の改善検討を行うサービスの提供を開始する。

◼ 事業化当初はSBIRフェーズ3実施エリアに案内システムを拡販して施設改善の実績を作りつつ他の鉄道会社や公共施設への拡販を行う。

◼ 施設の改善については運用実績やその効果を基に、駅と類似した他市場に対して既にあるニーズを掘り起こす形での拡販を行う。

② 【スタートアップ】 鉄道会社との協議

③ 【政府】 SBIRフェーズ3で実施した
内容や成果の情報発信

① 【スタートアップ】 SBIRフェーズ3検証結
果の改善による事業実施体制の確立

⑤ 【スタートアップ】 他市場への提案

④ 【業界団体、ユーザー企業】
地域住民・関係者への情報の発信・理解促進

テーマ２ 鉄道駅における安全性向上のための案内サービスの充実

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

プロジェクト名：ビーコンサービスのフィールドトライアルと行動推定基盤の開発

ロードマップ3-3



LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

27

20

28

20

29

20

30

20

31

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
SBIRフェーズ3検証結果の改
善による事業実施体制の確立

スタートアップ
SBIRフェーズ3で実施したエリアや関連商業施設での検証、改
善の循環により事業実施体制を確立する。

→ →

B：初期市場の創造

② 鉄道会社との協議 スタートアップ
鉄道事業者へ本技術の周知を行い、導入に向けた協議を実施
する。

→ → → → →

③
SBIRフェーズ3で実施した内
容や成果の情報発信

政府
鉄道事業者に対し、SBIRフェーズ3の成果等についてプレスリ
リースや懇談会等で周知を行う。

→ →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

④
地域住民・関係者への情報の
発信・理解促進

業界団体
ユーザー企業

地域住民や業界関係者に事業内容の周知を行い、社会受容
性を向上させる。

→ → →

D：市場環境の整備・
市場拡大に向けた取
組

⑤ 他市場への提案 スタートアップ
運用実績とその効果を流用して空港、高速道路のSA・PA、大
規模な病院等の他市場への拡販を検討し、導入に向けた協議
を実施する。

→ → → → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ２ 鉄道駅における安全性向上のための案内サービスの充実

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

プロジェクト名：ビーコンサービスのフィールドトライアルと行動推定基盤の開発

ロードマップ3-3



LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

◼地域公共交通における国内自動運転市場（2032年：815億円）の50%超のシェアをコンソーシアム全体で維持・獲得

◼自動運転レベル4の認可取得可能なフレームワークを構築することで、コンソーシアムに限らず自動運転サービスを導入したい
地域や自動運転関連企業に提供し、全国における自動運転の実装を加速化させる

⑥ 【スタートアップ、車両メーカー、自治体等】自動運転サービス実施時の社会受容性向上

① 【スタートアップ、車両メーカー等】自動運転車両の利用拡大に応じた自動運転システム等の生産体制の構築

② 【スタートアップ】 自動運転サービス基盤の提供と事業実施体制の整備

⑤ 【政府、スタートアップ等】自動運転に対する共通認識の醸成

③ 【スタートアップ、車両メーカー、自治体等】 
全国における自動運転社会実装の

加速化と実装地域の拡大

④ 【自治体等】
自動運転ビジネスモデルの確立

⑦ 【スタートアップ】 技術進展に応じたアップデート

⑧ 【スタートアップ、自治体等】
自動運転導入による地域公共交通の付加価値創造

テーマ３ 地域公共交通に対応した自動運転技術実証

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

プロジェクト名：自動運転システムのための認証可能な開発運用統合フレームワーク及びこれに対応した自動運転パッケージの構築
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LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

28

20

29

20

30

20

31

20

32

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
自動運転車両の利用拡大に応じ
た自動運転システム等の生産体
制の構築

スタートアップ
車両メーカー等

自動運転車両の利用拡大により増加する需要に対応するため、車両
メーカーやサプライヤーと連携しながら、ベース車両の量産を見据えた
自動運転システム等の生産体制を構築する。

→ → → → →

②
自動運転サービス基盤の提供と
事業実施体制の整備

スタートアップ
交通事業者、自治体等が自動運転サービスを実施するための体制を整
備し、容易にサービスを展開できるよう、運行管理システムや配車連携
基盤等のツールを提供できる体制を整備する。

→ → → → →

B：初期市場の創造

③
全国における自動運転社会実装
の加速化と実装地域の拡大

スタートアップ
車両メーカー
自治体等

自動運転車両を公道で走行させるための走行環境条件付与取得を効
率化するためのフレームワークを活用することで、全国各地での自動運
転社会実装を加速化させ、実装地域の拡大を図る。

→ →

④ 自動運転ビジネスモデルの確立 自治体等
自治体や交通事業者が、事業採算性を検討し、持続可能なビジネスモ
デルの確立を図る。

→ →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤
自動運転に対する共通認識の
醸成

政府
スタートアップ等

政府が、自動運転車の事故情報、ヒヤリハット情報などを体系的に収
集・分析し、（自動運転車両の導入を目指す）事業者向けの車両の安全
性に関するガイドラインの改訂を行う。また、SBIR成果の情報発信等を
行うことを通じて、自動運転サービスの導入促進を図るとともに、その安
全性・有効性に対する理解促進を図る。

→ → → → →

⑥
自動運転サービス実施時の社会
受容性向上

スタートアップ
車両メーカー
自治体等

自動運転移動サービスの品質向上に向けた課題を継続的に抽出し、
サービス設計に反映する改善サイクルを実施することで、地域特性に適
合した形での導入・定着を図り、安全性・信頼性を実績として示すほか、
地域住民がその価値を実感できる環境を整備する。

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑦ 技術進展に応じたアップデート スタートアップ
車両メーカーのニーズ、技術動向等を踏まえ、自動運転システムや車両
プラットフォームの技術を継続的にアップデートし続ける。

→ → →

⑧
自動運転導入による地域公共交
通の付加価値創造

スタートアップ
自治体等

自動運転移動サービスの導入により得られる、新たな需要創出等交通
分野以外への付加価値を見い出し、更なる導入地域の拡大・自動運転
車両の普及を図る。

→ → →

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ３ 地域公共交通に対応した自動運転技術実証

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現

プロジェクト名：自動運転システムのための認証可能な開発運用統合フレームワーク及びこれに対応した自動運転パッケージの構築
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LINE 本文ページ

ロードマップ項目 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

A:事業実施体制・
サプライチェーンの構築

B：初期市場の創造

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

D:市場環境の整備

社会実装ロードマップ（全体像）

⑤ 【業界団体】海運事業者の理解と協力

① 【スタートアップ】 ビジネスパートナーの確保・販売ネットワークの拡充

◼ 内航海運DX市場（2031年：150億円（推計））において、16％（24億円）の市場獲得を目指す。

◼ データ連携基盤の社会実装を通じて、自動運航船搭載用システムを中心とした新規市場創造により内航海運DX市場の拡大を目指す。

② 【政府】 社会実装の加速化に必要な支援の実施

⑥ 【スタートアップ】 内航海運事業者等への技術提案

③【政府】 SBIRフェーズ3成果の情報発信

④【ユーザー企業】 DX推進取り組みの情報発信

⑦ 【政府】 海運データ連携基盤の活用による行政手続の簡素化等のメリット創出

⑧ 【政府】 データ収集・活用の促進に向けた取組

プロジェクト名：汎用的な海運データ連携基盤および課題解決機能の開発・実証

テーマ４ 海運DX促進に向けた海運関係データ連携基盤の開発・実証

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現
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LINE 本文ページ

社会実装ロードマップ（詳細）

ロードマップ
項目

アウトカム実現に向けた
取組 実施主体 取組の詳細

スケジュール（年度）

20

27

20

28

20

29

20

30

20

31

A：事業実施体制・
サプライチェーンの
構築

①
ビジネスパートナーの確保・
販売ネットワークの拡充

スタートアップ
データ連携基盤に蓄積したデータを活用したDXソリューションを開発・提
供するビジネスパートナーの確保及び課題解決機能の普及に向けた販
売ネットワークの拡充を行う

→ → →

②
社会実装の加速化に必要な支
援の実施

政府
海運データ連携基盤のユースケースを拡充するような技術開発を既存
の補助制度を活用して支援する等により、ユースケースの拡充を促し、
社会実装の加速化を図る

→ → → → →

B：初期市場の創造

③ SBIRフェーズ3成果の情報発信 政府
国土交通省HPにおいてSBIRフェーズ3の技術開発成果に関する専用
ページを作成するなどにより、対外的に情報発信を行う

→ → → → →

④ DX推進取り組みの情報発信 ユーザー企業
DXを通じた課題解決可能性の業界全体への周知を目的とし、技術開発
成果を活用したDX推進取り組みや効果を、スタートアップのサービスの
利用企業がユーザー目線で内航海運業界に対して発信する

→ → → → →

C：業界ルールの確立・
社会受容性の向上

⑤ 海運事業者の理解と協力 業界団体
業界団体のネットワークを最大限活用し、傘下事業者への成果物の説
明会の実施や傘下事業者への周知依頼等、販売促進に向けた継続的
な働きかけを行う

→ → → → →

⑥
内航海運事業者等への技術提
案

スタートアップ
内航海運事業者、旅客船事業者等に対して、技術開発成果としての海
運データ連携基盤及び課題解決機能の運用例をビジネスパートナーと
共に提案する

→ → → → →

D：市場環境の整備

⑦
海運データ連携基盤の活用によ
る行政手続の簡素化等のメリット
創出

政府
行政手続のDX化、データ活用による船舶検査の合理化等の措置を通じ
て、海運データ連携基盤によるデータ活用の価値向上を図る

→ → → → →

⑧
データ収集・活用の促進に向け
た取組

政府
API等によるアプリ・データの連係を促進する環境の整備等により、デー
タ収集・活用の促進を図る

→ → → → →

プロジェクト名：汎用的な海運データ連携基盤および課題解決機能の開発・実証

※記載している取組は現時点で想定している取組の一部であり、開発状況や活用状況、社会情勢等を踏まえ、適宜必要な取組を講じていく

テーマ４ 海運DX促進に向けた海運関係データ連携基盤の開発・実証

第３分野 安全・安心な公共交通等の実現
ロードマップ3-5
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